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目次

１ 概要及び人員、設備基準

２ 運営基準

※本資料は、居宅サービスのうち一部のサービス（訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、通所介護、

短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売）の概要や人員及

び設備、運営にかかる基準について掲載しています。

※また、基準の内容すべてを網羅するものでなく主なものについて掲載しています。

※介護予防を含む各サービスの規定については、大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居

宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（以下、「府条例」とい

う。）」等を確認ください。
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訪問介護

１ 概要及び人員、設備基準
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出典
第220回社会保障審議会介護給付費分科会
資料１
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出典
第220回社会保障審議会介護給付費分科会
資料１
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出典
第220回社会保障審議会介護給付費分科会
資料１
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訪問入浴介護

１ 概要及び人員、設備基準
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出典
第220回社会保障審議会介護給付費分科会
資料２
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訪問看護

１ 概要及び人員、設備基準
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出典
第220回社会保障審議会介護給付費分科会
資料３
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出典
第220回社会保障審議会介護給付費分科会
資料３
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出典
第220回社会保障審議会介護給付費分科会
資料３
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通所介護

１ 概要及び人員、設備基準
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出典
第219回社会保障審議会介護給付費分科会
資料１ （一部追記）
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【管理者】 常勤で専ら管理業務に従事するもの



短期入所生活介護

１ 概要及び人員、設備基準
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出典
第219回社会保障審議会介護給付費分科会
資料４ （一部追記）
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（常勤換算）

【管理者】 常勤で専ら管理業務に従事するもの



特定施設入居者生活介護

１ 概要及び人員、設備基準
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出典
第221回社会保障審議会介護給付費分科会
資料４ （一部追記）

18

※管理者以外は、常勤換算での配置
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福祉用具貸与

特定福祉用具販売

１ 概要及び人員、設備基準
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福祉用具貸与の概要及び人員・設備基準

利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる
よう、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な福祉用具の選定の援助、
取付け、調整等を行い、福祉用具を貸与することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、その機能
訓練に資するとともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図るものである。

＜人員＞

＜設備等＞
・福祉用具の保管及び消毒のために必要な設備及び器材を備える。
・事業の運営を行うために必要な広さの区画を有する。
・指定福祉用具貸与の提供に必要なその他の設備、備品等を備える。

※福祉用具の保管又は消毒を他の事業者に行わせる場合にあっては、福祉用具の保管又は消毒のために必要な設備又は器材を有しな

いことができるものとする。

定義

人員・設備等

福祉用具専門相談員

常勤換算方法で2以上
※指定福祉用具貸与事業者の場合（介護予防にも同趣旨の定めあり）
指定福祉用具貸与事業者が、次に掲げる事業者の指定を併せて受ける場合で、指定福
祉用具貸与の事業と同一の事業所において一体的に運営されているときは、次の区分
に応じ、それぞれ定める人員に関する基準を満たすことをもって、基準を満たしてい
るものとみなすことができる。
一 指定介護予防福祉用具貸与事業者
二 指定特定介護予防福祉用具販売事業者
三 指定特定福祉用具販売事業者

管理者 常勤で専ら管理業務に従事するもの

22



特定福祉用具販売の概要及び人員・設備基準

利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる
よう、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえた適切な特定福祉用具の選定の援
助、取付け、調整等を行い、特定福祉用具を販売することにより、利用者の日常生活上の便宜を図り、
その機能訓練に資するとともに、利用者を介護する者の負担の軽減を図るものである。

＜人員＞

＜設備等＞
・事業の運営を行うために必要な広さの区画を有する。
・指定特定福祉用具販売の提供に必要なその他の設備、備品等を備える。

人員・設備等

定義

福祉用具専門相談員

常勤換算方法で2以上
※指定特定福祉用具販売事業者の場合（介護予防にも同趣旨の定めあり）
指定特定福祉用具販売事業者が、次に掲げる事業者の指定を併せて受ける場合で、指
特定福祉用具販売の事業と同一の事業所において一体的に運営されているときは、次
の区分に応じ、それぞれ定める人員に関する基準を満たすことをもって、基準を満た
しているものとみなすことができる。
一 指定介護予防福祉用具貸与事業者
二 指定特定介護予防福祉用具販売事業者
三 指定福祉用具貸与事業者

管理者 常勤で専ら管理業務に従事するもの
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２ 運営基準（主なもの）

※本資料に掲載する運営基準は、令和３年度及び令和６年度の報酬改定において盛り込まれた規

定のうち、本資料で掲載しているサービス種別に共通する、主な規定について掲載しており、

基本、訪問介護の規定を活用しています。各サービスの規定については、府条例等にて確認く

ださい。
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管理者が兼務できる事業所の範囲について、管理者がその責務を果たせる場合には、同一
敷地内における他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨の改正がなされた。

＊ただし、同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者として
の職務に従事する場合、他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する
時間帯も、指定訪問介護事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時か
つ適切に把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じない場合に可能。

＊この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、以下の場合などは、管理業務
に支障があると考えられるケース。
・管理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合
・併設される入所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務す
る場合（施設における勤務時間が極めて限られている場合を除く。）

・事故発生時等の緊急時において管理者自身が速やかに指定訪問介護事業所又は利用者へ
のサービス提供の現場に駆け付けることができない体制となっている場合

（指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）抜粋）

管理者（R６改正事項）

・事業者は、事業所ごとに専らその業務に従事し、常時勤務する管理者を置かなければなら
ない。

・ただし、事業所の管理上支障がない場合は、事業所の他の業務に従事し、又は他の事業所、
施設等の業務に従事することができる。
（府条例第８条等）

改正ポイント
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ハラスメント対策を講じるうえで、
「事業主が講ずべき措置」
「事業主が講じることが望ましい取組」
は左表のとおり。

出典：
介護護現場におけるハラスメント対策マニュアル
（株式会社三菱総合研究所）

ハラスメント対策の強化（R３改正事項）

事業者は、適切な指定訪問介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的な
言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに
より訪問介護員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置
を講じなければならない。（府条例第３３条第４等）

講じる内容（概要）
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＊下記については、他のサービス事業者との連携等により行うことも可。
①感染対策委員会について
・構成メンバーは感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染
症対策の知識を有する者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。

・構成メンバーの責任及び役割分担を明確にし、専任の感染対策担当者を決めておくことが必要。
・他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営することも可。
②指針
指針には平常時の対策及び発生時の対応を規定する。

③研修・訓練の実施
研修：定期的な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施することが望

ましい。研修の実施内容について記録することが必要。
訓練：定期的（年１回以上）に行うことが必要。

②の指針や上記研修に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした上でのケアの演習など
を実施
訓練の実施は、実施手法は問わないが、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせて実施する。

（指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）抜粋）

感染症対策の強化（R３改正事項（R６.４月～義務化））

事業者は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を
講じなければならない。
①感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以
上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。

②感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。
③従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施。

（府条例第34条第３項等）

措置を実施するうえでのポイント
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＊下記については、他のサービス事業者との連携等により行うことも可。
①業務継続計画に記載する項目＊感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することも可。
〇 感染症に係る業務継続計画
・平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等）

・初動対応
・ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）

〇災害に係る業務継続計画
・平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合の対策、必要品備蓄等）

・緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

・他施設及び地域との連携
② 研修
・感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有する。
・定期的（年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。
・研修の実施内容は記録すること。
・感染症の業務継続計画に係る研修は、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的な実施も可。。

③訓練、
・業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習
等を定期的（年１回以上）に実施。

・感染症の業務継続計画に係る訓練は、感染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的な実施も可。
（指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）抜粋）

業務継続に向けた取組の強化（R３改正事項（R６.４月～義務化））

・事業者は、感染症又は非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施す
るため及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画 (以下「業務継続計画」という。)を策定。

・従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施。
・定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要により業務継続計画の変更を行う。（府条例第３３条の２等）

措置を実施するうえでのポイント
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① 虐待の防止のための対策を検討する委員会
・メンバーは、管理者を含む幅広い職種で構成し、メンバーの責務及び役割分担を明確にする。
・定期的に開催する。なお、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑であることが想定
されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限られず、個別の状況に応じて
慎重な対応が重要。

・他の会議体を設置している場合、一体的に設置・運営も可。また、他のサービス事業者との連携等による
実施も可。
② 指針（次のような項目を盛り込むこと。）
「虐待の防止に関する基本的考え方」「虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項」「 虐待の
防止のための職員研修に関する基本方針」「虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針」「虐待等
が発生した場合の相談・報告体制に関する事項」「成年後見制度の利用支援に関する事項」「虐待等に係る
苦情解決方法に関する事項」「利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項」等。

③研修
・②の指針に基づき、虐待の防止の徹底を行い、研修の内容は記録することが必要。
・定期的な研修（年１回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施。

④担当者の選任
専任の担当者を置くことが必要。また、当該担当者は、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務め
ることが望ましい。
（指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）抜粋）

高齢者虐待防止の推進（R３改正事項（R６.４月～義務化））

事業者は、虐待の発生及びその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。
①事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果
について、従業者に周知徹底を図ること。

②事業所における虐待の防止のための指針を整備する。
③事業所において、訪問介護員等に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施。
④上記①～③に掲げる措置を適切に実施するため担当者を置く。（府条例第41条の２等）

措置を実施するうえでのポイント
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＊研修は、介護に関わる全ての者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解の下、
本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するもので
あること。

＊当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認知症介護に関
する基礎的な知識及び技術を習得している者で、具体的には、看護師、准看護師、介護福
祉士、介護支援専門員、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者
研修修了者に加え、介護職員基礎研修課程又は訪問介護員養成研修一級課程・二級課程修
了者、社会福祉士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精
神保健福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等。

＊新規採用、中途採用を問わず、事業所が新たに採用した従業者（医療・福祉関係資格を有
さない者に限る。）に対する当該義務付けの適用については、採用後１年間の猶予期間を
設けることとし、採用後１年を経過するまでに認知症介護基礎研修を受講させる。

（指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年９月17日老企第25号）抜粋）

認知症介護基礎研修の受講の義務付け（R３改正事項（R６.４月～義務化））

＜訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、特定施設入居者生活介護＞
介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さない者について、認知症介護

にかかる基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。
（府条例第109条第３項等）

改正ポイント
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・訪問系、通所系サービス、福祉用具貸与、特定福祉用具販売等に、身体的拘束等の適正化の推進につ
いての規定が盛り込まれた。

・短期入所生活介護については、記録等に加え、委員会の開催等も必要とされた。
（特定施設入所者生活介護については従来より義務）
＊なお、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満たすこと
について、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的
な内容について記録しておくことが必要。（指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関
する基準について（平成11年９月17日老企第25号）抜粋）

身体的拘束等の適正化の推進（R６改正事項）

＜訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、通所介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売＞
・指定訪問介護等の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊
急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」
という。）を行ってはならない。

・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得
ない理由を記録しなければならない。

・記録は５年間保存が必要。（府条例第２５条第１項第３号・第４号、及び第４３条第２項第３号等）

＜短期入所生活介護＞（府条例第１５６条第４項～第７項）

・上記の実施に加え、
・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催し、その結果を介護職員
その他の従業者へ周知徹底が必要（委員会はテレビ電話装置等を活用して行うことが可能。）。

・身体的拘束等の適正化のための指針の整備が必要。
・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修の定期的な実施が必要。

＊ただし、上記下線部はR7.3.31までは努力義務。

改正ポイント
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＜参考資料①について＞
居宅サービス事業者の守るべきルールの一つである、事業の人員、設備、運営に関する基

準は、
・「大阪府指定居宅サービス事業者の指定並びに指定居宅サービス等の事業の人員、設備及
び運営に関する基準を定める条例」や

・「大阪府指定介護予防サービス事業者の指定並びに指定介護予防サービス等の事業の人員、
設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法
に関する基準を定める条例」のほか、

・国通知「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」等に規
定されています。

・人員、設備、運営に関して、守るべきルールとそのルールが大阪府条例の何条に規定さ
ているかについて、参考資料①として、サービス種別ごとにまとめていますので参考にし
てください。

（参考資料①は以下の形でまとめています。お送りしている参考資料①をご確認ください。）
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＜参考資料②について＞
居宅サービス事業者の守るべき介護報酬関係のルールについては、

・報酬告示といわれる「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を
改正する告示」や

・「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準」等、
・解釈通知といわれる「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所
サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要す
る費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」等の規程があり
ますので、各自確認をお願いします。

・なお、介護報酬の加算・減算については、請求をするまえに、あらかじめ指定権者に届出
が必要なものと、届出不要なものとあります。

・あらかじめの届出の要否については参考資料②にまとめていますので参考にしてください。

（参考資料②は以下の形でまとめています。お送りしている参考資料②をご確認ください。）



本研修は、訪問介護等の居宅サービス事業所が事業運営を行う
中で守るべきルールの一部を紹介したものです。

適宜、法令等を確認し適切な事業運営に努めてください。

ご清聴ありがとうございました。
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